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会計と不平等
付加価値分配率の探索的データ解析

阪 智 香 a

國 部 克 彦b

地 道 正 行 c

経済格差の広がりは世界的な問題であるが，企業会計は付加価値をステークホル

ダーへ分配するための重要な制度であるにもかかわらず，それぞれのステークホル

ダーへの分配額が明示されない構造になっており，会計制度が不平等を固定化し強

化する傾向を有している。このような企業会計の限界を克服するために，世界企業

の財務諸表のビッグデータを用いて，付加価値分配率のデータを探索的に解析し，

付加価値分配率の傾向的な動きや地域ごとの特徴を分析した。その結果，ヨーロッ

パ諸国は労働者への分配が比較的安定しているが，アメリカやアジア諸国では，相

対的に資本に対する分配が増加傾向にあり，経済格差が強化される傾向が示された。

このような問題に対して，個別企業レベルで対応するためには，付加価値情報を明

示するなど，会計制度を改善する必要がある。

キーワード 会計，平等，付加価値分配，探索的データ解析

1 は じ め に

経済格差の是正は，現在の世界的な最大の課題の一つである。SDGs（持続可能な開発目

標）の目標10は，「各国内，各国間の不平等を是正する」である。そのターゲットには，「2030

年までに，各国の所得下位40％の所得成長率について，国内平均を上回る数値を漸進的に達

成し，持続させる。」（ターゲット10.1），「税制，賃金，社会保障政策をはじめとする政策を

導入し，平等の拡大を漸進的に達成する。」（ターゲット10.4），「世界金融市場と金融機関に

対する規制とモニタリングを改善し，こうした規制の実施を強化する。」（ターゲット10.5）

など，企業活動と密接に関わるターゲットが列挙されている。

SDGsでは経済格差の是正は第一義的には国家の責任として認識されているが，実際に分
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配を行う主体の大部分は企業である。企業の経済行動は，政府や市場に影響を受けるため，

企業だけで決めることのできないものであるが，それでも最終的な分配の決定の多くは企業

経営者が握っている。ESG（Environment, Social, Governance）投資の世界では，企業が経

済的な不平等に対してどのように対応しているのかについて関心を持つ傾向があるが（PRI,

2018），企業が経済格差に対してどのような責任を持つべきかについては，まだ十分に議論

が成熟していない。正確には，成熟していないというよりも，われわれは議論するための情

報すら十分に持っていない。

トマ・ピケティは，『21世紀の資本』において，膨大なデータから現在の経済格差の原因

をｒ＞ｇであると主張した。ｒは資産運用から得られる利益率で，ｇは経済成長率である。

ｒ＞ｇは，経済活動で生み出される利益は，労働よりも資本へのリターンとしてより大きく

配分されることを示しており，ピケティはこれが経済格差の原因であると主張したのである。

Saka and Jimichi（2017）では，この式が過去30年間の企業データでも成立していること

（ｒ： 3種類の ROE＞ｇ：売上成長性）を示した。この公式が維持される限り，資本を持つ

者はますます富み，持たざる者との格差は広がることになる。

もちろん，資本は自動的に富を生むわけではない。資本を元に人間が活動しなければ恒常

的な価値を生むことはない。しかし，資本を活用する人間の取り分よりも，資本そのものの

取り分の方が多いことをピケティの公式は示している。資本は非人間であるから，ｒ＞ｇが

永続的に続くことは，経済学上不合理である。しかし，それが実際に起きているということ

は，何らかの「装置
1）

」が作用していると考えるべきであろう。

ピケティは，このような状態を改善するために「資本の民主的なコントロール」を主張し，

「資本の民主的統制の各種形態を大きく左右するのは，参加者それぞれへの経済情報の提供

だ」（ピケティ，2013/2014，p. 600）として，会計の役割を強調する。そして，現行の会計

はその役割を果たしていないとして，「企業が現在公開を求められている会計データは，労

働者や一般市民が集団的な決定について意見をまとめるのには，まったく不十分なものでし

かないし，まして決定に介入するほどの情報はない」（同上）と厳しく批判する。

ピケティの会計批判は，最近，世界の会計学界で話題となっているバルーク・レブとフェ

ン・グーの The End of Accounting における会計批判よりもはるかに根源的である。レブら

は同書で，現在の会計が投資家の意思決定に有効な情報を提供できていないことを，広範な

データから説明しているが，レブの会計批判とピケティの会計批判では次元が全く違う。会

計が投資家への情報提供のためだけの手段であればレブの批判が妥当するであろうが，会計

は獲得した経済成果の分配にも影響し，その対象は株主だけではなくあらゆるステークホル

ダーに及ぶものである。その意味で，会計が経済格差を維持し，強化している傾向を否定す

ることはできない。
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ピケティの批判とレブの批判を見比べれば，どちらが経済の本質を突いているかは，はっ

きりしているであろう。投資家は経済社会の一構成主体に過ぎない。会計は，投資家・株主

だけではなく，企業に関わるあらゆるステークホルダーへの分配に影響を及ぼす手段である

にもかかわらず，投資家・株主にだけフォーカスが当たるように装置化されてしまっている

ところに問題の根源がある。会計学は，意思決定有用性神話のものとで，半世紀以上もの間，

問題の本質を見失ってきたのである。

したがって，会計と平等の問題は会計研究者が取り組むべき喫緊の課題であると言えるが，

残念ながら，この問題にアプローチするための会計学の理論や実証研究の方法は確立されて

いない。それどころかこの問題に気づいている会計研究者は世界でも少数派になってしまっ

ている。しかし，経済格差の拡大という問題の喫緊性を鑑みれば，そして会計が格差を生み

出し維持する装置として機能している可能性があるのならば，会計研究者としてもそれに真

剣に立ち向かう必要がある。

なお，現在の経済格差問題では，ごく一部の富裕層の突出した利益に関心が向けられるこ

とが多い。世界の数パーセントの富裕層が世界の富の大半を握っていることが問題なのでは

なく，それは一つの「症状」に過ぎない。問題は一部の富裕層ではなく，ピケティが指摘し

たように，資本と労働の格差であり，そのことによって経済格差がさらに拡張していくこと

である。

このような傾向に対して，経済社会は十分な対応策を打ち出せていない。たとえば，取締

役の報酬情報の開示は最近20年間の間に先進国を中心に大幅に整備されてきたが，これは格

差の是正というよりも，取締役の機会主義的行動の防止が主目的であり，不平等の是正とは

基本的に関係がない。

経済的平等を議論するための会計制度が不完全であったとしても，幸いなことに，近年の

データの整備および計算機環境と解析技法の発展は，われわれに多くの問題を気付かせてく

れる。また，会計学の外部で展開されている平等や公正に関する議論も会計学の中でもっと

活用すべきである
2）

。本研究では，会計と不平等に関する分析視角を整理した後で，付加価値

分配率の探索的データ解析を通じて，会計と不平等に関する新しい知見と課題を検討する。

2 会計は平等を議論できるのか

会計は経済格差に大きな影響を与えている装置とはいえ，会計と平等の問題は，会計学の

領域ではこれまで十分に議論されてこなかった。ただし，日本では，戦後の一時期に，批判

会計学と呼ばれるマルクス経済学に依拠した会計研究者が，会計システムを通じた剰余価値

の収奪メカニズムを批判したが（中村，2016），現在の問題は，彼らが想定した資本家によ

る労働者の搾取ではなく，より複雑化したシステムが自動的に不平等を生み出し，固定化し，
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強化していくという問題
3）

であるため，それにアプローチするには，新しい方法が求められる。

会計と不平等を論じた数少ない最近の論者にシェフィールド大学のプレム・シッカがいる

（Sikka, 2015）。シッカは，会計が，資本の富の増加に資する方法には 2つあることを論じて

いる。そのひとつは，会計が，資本への利益を増加させるために，効率，競争，利益の言説

を定義することである。会計における利益は，株主への利益として定義されており，この定

義が資本への富の集積を可能にしている。もうひとつは，会計が，従業員や市民の福利（wel-

fare）を抽象的な数字に還元してしまうことである。この場合の welfareは幸福に近いよう

な概念で，従業員や市民の幸福は貨幣に還元されるとは限らないのに，企業から与えられる

価値は貨幣数値化されており，それをもとに福利を考えることで，市民も資本の富を増加さ

せるメカニズムに組み込まれている。

しかも，企業が公表する財務諸表から，経済的平等に関する情報を取得することは難しい。

株主に対する分配額は利益情報として入手することは容易であるが，従業員への分配額は現

行の会計制度から入手することが難しい構造になっている。

現在の世界の三大会計基準は，国際財務報告基準（IFRS），アメリカ会計基準，日本会計

基準の 3つであるが，このうちアメリカ会計基準と日本会計基準は，損益計算書において，

費用を収益に対する機能別に区分することを要求しており，売上原価や販売費・一般管理費

のような費用の機能区分に分割されて計上される従業員給付費用を合算して開示することは

要求されていない。

一方，国際財務報告基準は，IAS第 1号「財務諸表の表示」において，費用の機能別分類

を推奨しているものの，費用の性質別分類も認めている。費用の性質別分類とは，材料仕入

高，従業員給付，減価償却費のように，費用をその個別の性質に従って区分する方法で，こ

の方法を採用すると従業員給付費用は総額で開示される。それに対して，費用を機能別に分

類している場合には，従業員給付費用の内容に関する追加情報を開示しなければならない

（104項）と規定されている
4）

。

このようにアメリカ基準や日本基準に比べて，国際財務報告基準の方が，従業員給付の関

連情報の開示については進んではいるが，注記情報レベルでの開示では，国ごとに差異があ

る。アメリカ基準や日本基準では従業員給付費用の総額がわからないが，国際財務報告基準

を採用している企業では総額が開示されており，ヨーロッパ企業では，従業員給付情報の内

訳額を注記で開示している企業も比較的多い。ただし，実際の内訳情報は，賃金・給料，社

会保障費，退職給付費用などが示されているに過ぎない。また，ヨーロッパ，アジア，オセ

アニア企業の一部では，付加価値情報が財務報告書で開示されている場合もある。

国際財務報告基準に基づけば，アメリカ基準や日本基準よりも，従業員への分配額が把握

しやすいことが理解されるが，それでも付加価値計算書までを開示する企業は少数派で，財
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務諸表から資本と労働への分配状況をすぐに把握することは難しい状況にある。アメリカ基

準や日本基準では，従業員給付費用総額情報を入手することすら難しい。また，国際財務報

告基準においても，開示されるのは会社と雇用関係にある従業員に対する給付費用であり，

派遣労働や請負労働のような形態への支払いは把握することができない。

このような問題点に対して，シッカが提案する改善策は，第一に，社会コスト会計を開発

し，企業実務の社会への影響を明らかにすることであり，第二に，労務費を可視化する会計

を構築し，労働者への分配が縮減している現状を明らかにすることである。

第一の方法については，これまで社会環境会計の世界で議論されてきたことで，現在も地

球環境問題を中心に多くの議論がなされている。社会コストの計算方法はいくつも開発され

ているが，それを企業実務に導入するところまでは至っておらず，社会コスト計算方法の恣

意性を考えれば，そのハードルは依然として高いと思われる。

それに対して第二の方法は，かつては付加価値計算書として，西ヨーロッパで普及してい

た方法である。しかし，現在ヨーロッパでは，付加価値計算書はかつてほど活用されていな

い。アメリカや日本ではもともと付加価値会計の伝統そのものがない。ただし，小津（2019）

では，アフリカ諸国の一部では現在も付加価値計算書が制度化されていることが指摘されて

いる。発展途上国では，先進国とは異なる事情で，付加価値の分配状況に対する関心が存在

している可能性がある。

しかし，財務諸表の注記で付加価値計算書を報告している企業は全体から見れば少数派で

あり，会計報告書から企業の分配状況を分析することは困難である。シッカのいうように，

会計情報の改善を待っていては格差が拡大するばかりであろう。そこで，本研究では，財務

ビッグデータを活用して，現状で利用可能な範囲のデータと，近年利用が可能になったツー

ルを組み合わせて用いることで，会計と不平等をどこまで議論できるか検討していきたい。

3 付加価値分配率の探索的データ解析

3．1 分析手順

ビッグデータに明確な定義はないが，一般的な情報システムやアプリケーションの保管・

処理能力を超える規模のデータと解されることが多い。ビッグデータを対象とすることに

よって，サンプルではなく母集団そのものの分析が可能になること，データの量が質を凌駕

すること，因果関係を明らかにすることよりも実態を明らかにする相関関係がより重視され

るようになることで，研究手法が変わる可能性が指摘されている（Saka et al., 2019）。

本研究では，世界の全上場企業の財務データを，Unixコマンドと近年注目されているク

ラスター・コンピューティング・システム Sparkそしてデータ解析環境 R を用いて分析で

きる形式にデータ整形（Data Manipulation）した後，Tukey（1977）によって提唱された探
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索的データ解析（Exploratory Data Analysis : EDA）（図 1）に基づき，可視化（Data Visuali-

zation）する（Tufte, 2006）ことによって，企業の付加価値分配行動の証拠をわかりやすく

提示し，会計と不平等に関する新しい知見と課題を明らかにする。なお，一連の工程は，再

現可能研究（Reproducible Research）の観点（Peng, 2011）から行う。

図 1 探索的データ解析の手順

3．2 データ前処理とデータラングリング

本研究では，Bureau van Dijk（BvD）のデータベース Osirisから抽出した世界160カ国・

9万社超・33年間の全上場企業の大規模財務データ（一般事業会社。上場廃止企業含む）を

利用する。これまで，この規模のデータの解析や可視化を行うことは，計算機環境等の制約

から困難であった。しかし，本研究では，超大容量高速ネットワーク環境のもとで，近年注

目されている並列分散処理フレームワークである Apache Sparkと R（Spark R）を連動させ，

RStudio上で財務データの構造に最も適した処理と分析を探求する（ Jimichi et al., 2018）。

データの前処理（Preprocessing），ラングリング（Data Wrangling），探索的データ解析（Ex-

ploratory Data Analysis）の流れを示したものが図 2である。

Raw Data
Set
File

Importable
Data Set
File

Analyzable
Object

Statistical
Inference
and

Decision

図 2 データの前処理，ラングリング，探索的データ解析の流れ

Exploratory Data
Analysis

J. W. Tukey
（1977）

Data
Wrangling

Preprocessing

データ

要約と可視化

探索的データ解析

J. W. Tukey（1977）

統計モデルの構築と

データへの当てはめ

統計的推測に基づく結論
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Osirisの粗データセット（Raw Data Set）は，サイズが約 1.5GB（ギガバイト）・3,190,424

行である。このファイルを R で扱える形式に変換するためには，次のような問題に対処す

る必要がある。

・欠損値記号が存在しない欠損値の存在

・レイアウトの不統一

・金額に関するフォーマット（カンマ区切り）や特殊記号の存在（#など）

・規模が大きく通常のエディタや表計算ソフトでは読み込みや整形を行うことが困難

これらの問題を次の（1），（2）のような手順で処理した。

（1）Unixコマンドやインタプリターを利用して整形

（2）データ解析環境 R を用いてデータファイルを R に読み込める形式（csv, rdsファイル）

に変換（Transformation）。

最終的に作成された CSV ファイル（firmfinC2018.csv）の規模は，3,096,589行，1.4GBと

なった。次は，ファイル firmfinC2018.csvをデータ解析できる形式に変換する工程である

データラングリングを，Sparkを利用することによって行った
5）

。Sparkは，高速かつ汎用的

なクラスター・コンピューティング・システムの一つであり，データのサイズがメモリのサ

イズを超える場合にも対応している。また，リモート・ローカルに関わらず一連の処理・分

析をシームレスに行えることが利点の一つといえる（Sparkについては Ryza et al.（2016），

下田他（2016）等を参照）。また，データ解析に R を利用することから，SparkR という R

のパッケージを利用し，データファイル firmfinC2018.csvを Sparkに読み込んだ。この読み

込まれたオブジェクト（Spark DataFrame）を，SparkR，dplyrパッケージに付属する関数

filter, select, collectを利用して，可視化・解析の用途に応じた R のデータ・フレーム・オブ

ジェクトに変換した。これらの Unixコマンドと R によるデータ前処理，SparkR と R によ

るデータラングリングの流れを図 3に示す。

図 3 Unixコマンドと R によるデータ前処理，SparkR と R によるデータラングリング

会 計 と 不 平 等 7



なお，本研究で用いたデータセットの前処理，データ解析環境への読み込み（データラン

グリング），データ解析結果の全てが再現可能であるかを検証している。結果を得るための

工程を Unix環境（主にmakeコマンドを利用）で自動実行することにより，データの前処

理，データラングリング，データ解析，モデル選択，モデル評価，さらに文書作成までの全

工程をスーパーコンピュータ（東京大学情報基盤センターの専有利用型リアルタイムデータ

解析ノード：FENNEL）上で再現可能なものとして生成できるかを検討し，結果として再

現性が確保されていることも確認している。

3．3 分析対象―付加価値

会計と不平等を議論するにあたり，本研究では，企業が生みだした価値である付加価値を

中心に分析を行う。企業は様々なステークホルダー（利害関係者）との関わりの中で活動を

行っている。企業活動の規模が拡大し，社会的に与える影響が大きくなるに伴い，企業活動

から生み出された経営成果を適切に算定し，それをステークホルダーに公正に分配すること

が，社会的平等のためにも重要となる。付加価値が重視される背景には，企業が収益性のみ

を追求することが，公害・環境問題や雇用問題などを生み，社会にとって必ずしも好ましい

影響をもたらさなかったことがあげられる。収益性指標は投資家等の投下資本の収益性を見

るものであるが，今日の企業を投資家の観点のみから捉えるのは適切ではなく，様々なス

テークホルダーが関わる社会的組織としての側面を捉える必要がある。収益性の評価に用い

られる利益は付加価値の一部であることから，収益性は付加価値に基づいて把握することで

より包括的な分析を行うことができる。

付加価値は，財務会計基準では，その算出と開示を義務付けられていない情報であるが，

近年増加している統合報告やサステナビリティ報告の指標としても注目されている「国際統

合報告フレームワーク」や，企業のサステナビリティ報告書のガイドラインとして最もよく

採用されている「GRIスタンダード」においても，付加価値に関連する概念が言及されてい

る。

付加価値は，企業の経営活動を通じて新たに産出された価値であり，そしてそれは，当該

活動の関係者であるステークホルダーに人件費や配当などとして分配されていくという側面

をもつ。付加価値はこの産出面と分配面の 2つの側面から算出することができ，それぞれ控

除法および加算法と呼ばれる。本研究では，付加価値を各ステークホルダーへの分配構成要

素の合計額として求める加算法に基づく。

本研究では，対象とする主要なステークホルダーとしては，従業員，債権者，国や地方自

治体（政府），株主を考慮する（Freeman, 2004）。そこで，付加価値の構成要素を，労働の

対価として従業員に分配される人件費，債権者に支払われる借入金や社債の利息（金融費
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用），国や地方自治体（政府）への分配額としての租税公課・法人税等，配当や社内留保と

して最終的に株主に帰属する税引後当期純利益（または損失）とする。なお，付加価値の構

成要素として，固定資産の原価の配分である減価償却費を含めない純付加価値概念を用いる。

4 デ ー タ 分 析

本研究で用いる財務データは，経時観測データ（またはパネルデータ）の構造をもつこと

から，時間・空間の両面からデータを精査・分析する必要がある。そこで，ggplot2パッ

ケージ（Wickham, 2009）を利用してデータ可視化を行うことにより，データ自身がもつ情

報を引き出し，企業の付加価値分配行動の実態の証拠をデータに語らせる。

データの分析対象期間は，1985～2015年である。分析対象国は，データが存在する160カ

国のうち，付加価値分析に必要なデータが欠損していない企業（決算月数12カ月のみ）は144

カ国に存在し，そこから対象期間中に大規模な通貨変換が行われたトルコを除き，最終的に

143カ国となった。なお，日本については，付加価値分析に必要な人件費データがほとんど

の企業で欠損しており，分析対象企業は数社にとどまっている。

4．1 付加価値のステークホルダーへの分配

主要なステークホルダーとして，従業員，債権者，国や地方自治体，株主の 4グループを

考慮し，従業員への付加価値分配額としては人件費（Costs of Employees），債権者への付

加価値分配額としては金融費用（Financial Expenses），国・地方自治体への付加価値分配額

としては支払税金（Taxation），利益を通した株主への付加価値分配額として税引後当期純

利益・損失（P/L after Tax）を用い，これら 4グループへの付加価値分配額の合計を「付加

価値」と定義する。さらに，付加価値の金額に占める各要素の構成割合を，労働分配率，金

融費用分配率，租税分配率，株主分配率とする。

企業が生み出した付加価値が， 4つのステークホルダーにどのように分配されてきたかを

見るために，過去25年間（1990～2015年）における143カ国の全上場企業全体の付加価値分

配の実態をスタック・エリア・プロット（積み上げ面グラフ，Stacked Area Plot）で可視化

したものが図 4である。時系列を横軸とし，金融費用として債権者（最上段），人件費とし

て従業員（上から 2つめ），税金として政府（上から 3つめ），利益を通して株主（最下段）

への分配を，総額ベース（図 4上図）および割合ベース（図 4下図）で示している。143カ

国の上場企業全体で見ると，過去25年間で，企業は従業員への分配を減少させ，利益を増加

させていることがわかる。

次に，主要各国における，過去25年間（1990～2015年）の付加価値分配の状況を分析した。

143カ国すべての図を示すことはできないため，それぞれの地域を代表した典型的な国とし
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て，図 5は上から順に，フランス，アメリカ，中国，サウジアラビアのスタック・エリア・

プロットを示している（上図が総額ベース，下図が割合ベース）。なお，フランス，中国，

サウジアラビアが，それぞれヨーロッパ，アジア，中東諸国の代表的な傾向を示しているこ

とは，周辺諸国のデータから確認済みである。過去25年間のデータが揃っていない国は，

データが入手可能な期間で可視化している。各図の Rangeの数値は，左が表示期間の最小

企業数，右が最大企業数を示している。なお， 4つの付加価値構成要素のうち，税引後当期

純利益・損失は負となる（当該国の全上場企業の税引後当期純利益・損失の合計値が負とな

る）年もあるため，その場合，他の 3要素への分配割合が相対的に大きくなることに注意さ

れたい。

図 5からは，フランスに代表されるヨーロッパ諸国では従業員への高い分配割合が維持さ

れている一方で，アメリカでは，過去25年間で，企業は従業員への分配を減少させ，利益を

増加させており，とりわけ最近の10年程でその傾向が顕著であるという，時系列の変化を確

認することができる。また，中国やサウジアラビアに代表されるアジア諸国や中東諸国では，

利益の割合が大きく，従業員への分配割合が低いことがわかり，各国・地域のステークホル

ダー別の分配の傾向を見て取ることができる。図 5に示した国だけではなく，143カ国のう

ち，2015年時点で100社以上データのある44カ国・地域全てのスタック・エリア・プロット

を作成し，確認した結果，概ね同様の傾向が確認されている。

債権者

従業員

政府

株主

債権者

従業員

政府

株主

図 4 143カ国・25年間（1990�2015）の付加価値分配の推移（上図が総額，下図が割合）
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図 5 各国の付加価値分配の推移（上図が総額，下図が割合）

フランス

Range ; 385 686

6000億ドル

4000億ドル

2000億ドル

0

1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年

Range ; 385 686
100％

75％

50％

25％

0

1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年

アメリカ

Range ; 106 1518

6000億ドル

4000億ドル

2000億ドル

0

1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年

Range ; 106 1518
100％

75％

50％

25％

0

1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年

会 計 と 不 平 等 11



債権者

従業員

政府

株主

債権者

従業員

政府

株主

債権者

従業員

政府

株主

債権者

従業員

政府

株主

図 5 続き

中国

Range ; 3 530

2000億ドル

1000億ドル

0

1995年 2000年 2005年 2010年 2015年

Range ; 3 530
100％

75％

50％

25％

0

1995年 2000年 2005年 2010年 2015年

サウジアラビア

Range ; 13 113

300億ドル

200億ドル

100億ドル

0

2000年 2005年 2010年 2015年

Range ; 13 113
100％

75％

50％

25％

0

2000年 2005年 2010年 2015年

国民経済雑誌 第221巻第 4号12



4．2 付加価値率

次に，各国の過去25年間（1990～2015年）の付加価値率（付加価値／売上高）をボックス

プロット（箱ひげ図，Box and Whisker Plot）によって示したものが図 6である。紙面の都

合上，上から順に，フランス，アメリカ，中国，サウジアラビアのみ掲載している。時系列

を横軸とし，各国の上場企業の付加価値率の中央値（ボックスの中央付近の線），第 1四分

位数（ボックスの下の線），第 3四分位数（ボックスの上の線）等を示している。各年の付

加価値率の中央値を時系列で線でつないでいる。

図 6からは，従業員への分配率が高いフランスに代表されるヨーロッパでは付加価値率が

高いこと（25年間を通じて付加価値率の中央値が0.25を上回っている），アメリカでは付加

価値率が低下してきたこと，他の地域では付加価値率が低いこと（25年間を通じて付加価値

図 6 各国の付加価値率の推移
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率の中央値が概ね0.25を下回っている）がわかる。また，2015年時点で100社以上データの

ある44カ国・地域のボックスプロットからも概ね同様の傾向が確認されている。

4．3 労働分配率

ステークホルダーへの付加価値分配の中でも，社会的平等に最も関連する，労働分配率は

重要である。図 5のスタック・エリア・プロットでは紙面の都合上，全ての国を掲載するこ

とはできなかったため，各国の労働分配率（人件費／付加価値合計，範囲 0～1）のグロー

バルな実情をマップで示したものが図 7である。

図 7では，2015年時点における労働分配率が低い国から，グラデーションで色づけされて

いる。なお，濃色の国の一部（ブラジル，カナダ，カザフスタン，ポーランド，韓国等）は，

図 6 続き
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2015年の当該国の全上場企業の税引前当期純利益・損失合計が負（損失）になっているため

に，分母の付加価値合計値が低くなった結果として，労働分配率が高くなっていること，他

の数カ国（日本，ジンバブエ，アルメニア，ボツワナ等）は付加価値情報が得られる上場企

業数が少なく，特定企業の行動に影響を受けること等により参考とならない。これらの国を

除けば，概ね，ヨーロッパ諸国の労働分配率が高く，アジア，アメリカ，中東・ロシア，ア

フリカの順に労働分配率が低くなることを確認することができる。

4．4 付加価値率と労働分配率（143カ国別，全上場企業）

図 6の国別付加価値率と図 7の国別労働分配率の分布状況を二次元で示したバブルチャー

トでも分析してみた。動画（アニメーション）として1990～2015年（25年間）の推移を可視

化した。紙面には掲載できないが，分析の結果，ヨーロッパでは，付加価値の労働分配率が

高い国が多く，概して付加価値率も高く，一方，南北アメリカは労働分配率と付加価値率が

共に低く，アジアはその中間に位置しており，アフリカは高低の分散が大きいことがわかっ

た。この傾向は，世界の全上場企業の企業ごとの付加価値率と労働分配率の分布状況のバブ

ルチャート（1990～2015年）でも確認することができた。

4．5 付加価値と関連する財務指標の相関

ここまで，社会的平等に影響を与えるであろう付加価値率や労働分配率等について見てき

図 7 143カ国・2015年の労働分配率
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ROE 0 0.02 0.06 0.1 0.04 0.04 0.01 0 0.7 1

ROA �0.05 �0.02 0.05 0.1 0 0 �0.02 0 1 0.7

純資産 0.7 0.58 0.8 0.76 0.74 0.79 0.9 1 0 0

総資産 0.87 0.8 0.77 0.75 0.91 0.91 1 0.9 �0.02 0.01

売上 0.75 0.82 0.83 0.78 0.92 1 0.91 0.79 0 0.04

付加価値合計額 0.8 0.96 0.74 0.72 1 0.92 0.91 0.74 0 0.04

税引前当期
純利益・損失

0.56 0.51 0.86 1 0.72 0.78 0.75 0.76 0.1 0.1

支払税金 0.54 0.53 1 0.86 0.74 0.83 0.77 0.8 0.05 0.06

人件費 0.72 1 0.53 0.51 0.96 0.82 0.8 0.58 �0.02 0.02

金融費用 1 0.72 0.54 0.56 0.8 0.75 0.87 0.7 �0.05 0

ROE 0 0.01 0.02 0.03 0.02 0.01 0.01 0.01 0.37 1

ROA 0.01 0.01 0.02 0.04 0.03 0.01 0.01 0.01 1 0.37

純資産 0.56 0.54 0.52 0.51 0.7 0.76 0.82 1 0.01 0.01

総資産 0.62 0.59 0.46 0.42 0.68 0.74 1 0.82 0.01 0.01

売上 0.56 0.64 0.53 0.45 0.73 1 0.74 0.76 0.01 0.01

付加価値合計額 0.5 0.83 0.7 0.74 1 0.73 0.68 0.7 0.03 0.02

税引前当期
純利益・損失

0.14 0.28 0.71 1 0.74 0.45 0.42 0.51 0.04 0.03

支払税金 0.31 0.32 1 0.71 0.7 0.53 0.46 0.52 0.02 0.02

人件費 0.47 1 0.32 0.28 0.83 0.64 0.59 0.54 0.01 0.01

金融費用 1 0.47 0.31 0.14 0.5 0.56 0.62 0.56 0.01 0

図 8 1990年と2015年の付加価値と関連する財務指標の相関
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たが，付加価値を取り巻く企業の状況を明らかにするために，付加価値とそれに関連する財

務指標の25年間（1990�2015年）の相関を確認する。ここでは， 2次元データ（行列）変数

間の相関を色の濃淡として可視化するヒートマップ（Heat Map）を用いる。1990～2015年

の毎年のヒートマップを作成し，経年変化を見るために動画化したが，紙面に示すという制

約上，1990年と2015年の 2時点のヒートマップのみを図 8に示す。

図 8のヒートマップでは，上が1990年時点，下が2015年時点の，143カ国の（データが入

手可能な）上場企業全体における， 4つの付加価値である金融費用（Financial Expenses），

人件費（Costs of Employees），支払税金（Taxation），税引前当期純利益・損失（P/L after

Tax），さらに付加価値合計額（VA），売上（Sales），総資産（Assets Total），純資産（Share-

holders），資産利益率（ROA），自己資本利益率（ROE）の10指標の相関を示している。

ヒートマップでは，色の濃淡は相関の高低を示しており，相関係数が数値として表示される。

年の横の数値（n）は，その年において10指標全てのデータが入手可能な企業数を示してい

る。

図 8からは，例えば，次の指標の相関の変化を読み取ることができる。

売上と付加価値合計額の相関 1990年0.92→2015年0.73

売上と人件費の相関 1990年0.82→2015年0.64

売上と支払税金の相関 1990年0.83→2015年0.53

売上と当期純利益の相関 1990年0.78→2015年0.45

付加価値合計額と人件費の相関 1990年0.96→2015年0.83

これらから，企業の付加価値をめぐる過去25年の変化として，売上と付加価値の相関が減

少していること，売上と人件費・支払税金・当期純利益の相関も減少していること，さらに

付加価値合計額と人件費の相関も減少していることがうかがえる。

地域情報を追加して，2015年における143カ国の（データ入手可能な）全上場企業におけ

る付加価値とそれに関連する財務指標の相関と分布の分析も行った（図表省略）。その結果，

付加価値合計額と人件費の相関を見ると，ヨーロッパが高く，アメリカが低く，他の地域は

この中間であることがわかり，これは，図 5のスタック・エリア・プロットやバブルチャー

トで確認した傾向と同様であった。

5 む す び

本研究では，まず，ピケティが指摘した資本と労働の格差が現在の世界的な課題である経

済格差の拡張の原因であるにもかかわらず，現行の財務会計制度では，その点が個別の企業

ごとに十分には開示されていないことを論じた。このような会計制度が，意図せざる結果と

して，経済格差の拡大に影響しているとすれば，会計研究者はその改善のための方策を考え
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る必要がある。

そこで，世界規模の企業財務データを用いて，平等にかかわる付加価値分配が抱える実態

を明らかにするために，探索的データ解析を実施した。各国のステークホルダーへの付加価

値分配状況（図 4，図 5），各国の付加価値率（図 6），世界の労働分配率（図 7），付加価

値と関連する財務指標の相関（図 8）を可視化した。図 4～図 8により，付加価値分配の状

況には，地域や経済発展の程度による相違が認められることがわかった。特に，ヨーロッパ

では，付加価値率や労働分配率が高く維持されている一方で，アメリカでは低く，アジア・

中東ではその中間，アフリカは分散が大きいことがわかった。

ヨーロッパの労働分配率が高いことは，伝統的に労働者の権利が強かったことと関係して

いると推察できる。そのことは，ヨーロッパ主導の会計基準である IFRSが従業員給付費用

の総額開示を求めていることとも関係があるかもしれない。また，かつての付加価値計算書

の開示という伝統が作用している可能性もある。

実際に，企業が公表する財務諸表から，経済的平等に関する情報を取得することは難しい。

株主に対する分配額は利益情報として入手することは容易であるが，従業員への分配額は現

行の会計制度から入手することが難しい構造になっている。しかし，本研究のように，企業

の財務ビッグデータを使った探索的データ解析に基づくならば，企業行動の全体的な傾向と

その証拠を可視化によってわかりやすく示すことができる。そして，その傾向に対して，経

営者や投資家がどのような行動をとるべきかを考える必要がある。

とりわけ，ESG投資家がそのような情報に関心を持ち，投資行動に反映させるならば，

企業行動を変え，ひいては社会的平等の達成に貢献できるかもしれない。世界の長寿企業

（創業100年以上の企業）を研究した Oshika and Saka（2017）と阪（2019）では，長寿企業

は，それ以外の企業と比較すると，株主以外のステークホルダーに対する付加価値分配率が

高いことを示している。ステークホルダーを大事にしている企業は，結果的に企業自身のサ

ステナビリティを実現させているということであり，付加価値分配の再考を迫る証拠でもあ

る。

社会や企業のサステナビリティに向けて，不平等の問題に会計がどのように対応し，企業

が創造する付加価値をどのように共有すべきかについては，証拠を積み重ね，多くのステー

クホルダーと問題を共有して，課題解決の方向への変革を継続的に探ることが必要である。

そのためにも，本研究で示したような証拠を経済界が広く共有し，会計制度と分配実践の改

善のための議論が広がることを期待している。それは，ESG投資が第一に目指すべき方向

性であると思われる。
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注

＊ 付記：本論文は，紙幅の関係で図表や説明の一部を省略している。本論文の詳細版については

阪他（2019）を参照されたい。
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1）ここでの「装置（仏 dispositif ; 英 apparatus）」とは，フーコーが提起した近代社会を統治する

仕組みを指す。フーコーは装置とは諸要素間のネットワークであると説明する（フーコー，2000，

p. 410）。

2）社会的平等の問題は正義論で長年にわたって議論されてきたが，会計研究への影響は極めて限

定的である。この点に関しては，國部（2017）参照。

3）レギュラシオン学派の経済学者ロベール・ボワイエは，アメリカにおける経営者報酬の高騰が，

経営者と金融業者の隠された同盟によって遂行されており，会計基準はそれに利用されてきたと

論じている（ボワイエ，2016）。本研究が議論しようとしているのは，経営者の高額報酬ではな

いが，システムの問題として捉える視点はボワイエと共通している。

4）ただし，総額を開示する理由は，将来キャッシュフローを予測するのに有用ということで

（105項），分配の平等性の観点からではない。

5）この程度の規模のファイルであれば，Rの関数（read.tableや readrパッケージに付属する read

_csv）などを用いて R に読み込み，分析することも可能であるけれども，今後，さらに規模の

大きなものを扱うことを見越した方策である。
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